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（特許を受ける権利）  

第三十三条 特許を受ける権利は，移転することができる。  

２   特許を受ける権利は，質権の目的とすることができない。  

３   特許を受ける権利が共有に係るときは，各共有者は，他の共有者の同意を得なければ，その持分を譲渡することが

できない。  

４   特許を受ける権利が共有に係るときは，各共有者は，他の共有者の同意を得なければ，その特許を受ける権利に基

づいて取得すべき特許権について，仮専用実施権を設定し，又は他人に仮通常実施権を許諾することができない。 

（共同出願）  

第三十八条 特許を受ける権利が共有に係るときは，各共有者は，他の共有者と共同でなければ，特許出願をすることが

できない。 

（職務発明）  

第三十五条   使用者，法人，国又は地方公共団体（以下「使用者等」という。）は，従業者，法人の役員，国家公務員又

は地方公務員（以下「従業者等」という。）がその性質上当該使用者等の業務範囲に属し，かつ，その発明をするに

至つた行為がその使用者等における従業者等の現在又は過去の職務に属する発明（以下「職務発明」という。）につ

いて特許を受けたとき，又は職務発明について特許を受ける権利を承継した者がその発明について特許を受けたとき

は，その特許権について通常実施権を有する。  

２   従業者等がした発明については，その発明が職務発明である場合を除き，あらかじめ使用者等に特許を受ける権利

若しくは特許権を承継させ又は使用者等のため仮専用実施権若しくは専用実施権を設定することを定めた契約，勤務

規則その他の定めの条項は，無効とする。  

改正 27年：３ 従業者等がした職務発明については、契約、勤務規則その他の定めにおいてあらかじめ使用者等に特許を

受ける権利を取得させることを定めたときは、その特許を受ける権利は、その発生した時から当該使用者等に帰属す

る。 

 

発明者・冒認出願・職務発明 p63～80 

１ 特許を受ける権利 p64  

発明者 

 

共同発明 発明者全員の共有 

 

特許を受ける権利  移転可能 p67 

 

 

 

 

２ 冒認出願 

 真の権利者の対応 p69 取戻し 
特許権者に対し，当該特許権の移転を請求することができる。(74条) 

 

 

 

３ 職務発明（35条）p72 

 (1) 従業者がした発明 

 (2) 使用者の業務範囲 

 (3) 従業者の現在又は過去の職務 

使用者は，あらかじめ特許を受ける権利の承継を契約可能 

発明者は，相当の対価（改正：相当の金銭その他の経済上の利益）を得る権利 p77 

 


